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市第82号議案 

   特定調停（債務弁済協定）申立事件についての調停 

 特定調停（債務弁済協定）申立事件について、次のように調停に

合意する。 

平成22年12月３日提出 

横浜市長 林   文 子 

１ 事件名 横浜地方裁判所平成22年（特ノ）第１号特定調停（債

務弁済協定）申立事件 

２ 当事者 

  申立人   中区新港一丁目６番３号 

財団法人横浜開港１５０周年協会 

         代表者 会長 佐々木 謙 二 

  相手方   東京都港区赤坂５丁目３番１号 

        株式会社博報堂ＪＶ 

        代表者 

        東京都港区赤坂５丁目３番１号 

        株式会社博報堂  

代表取締役 戸 田 裕 一     

  利害関係人 横浜市 

         代表者 

         横浜市長 林   文 子 

３ 調停条項 

申立人及び相手方並びに利害関係人は、横浜地方裁判所調停委

員会の勧告に基づき、申立人が事業主体として実施した「開国博

Y150」をはじめとする横浜開港 150 周年記念事業（以下「本件事
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業」という。）が、横浜市ないし横浜港の歴史を振り返り、未来

への発展を期するという目的を持って行われ、社会的な貢献をし

たことを認めつつ、申立人の財務状況が債務超過に陥っている現

状を踏まえ、申立人に対する債権者である相手方も一定の損失を

負担すると同時に、本件事業を当初発案し、本件事業について多

大な関与と支援をしてきた利害関係人も、申立人の総債務のうち

固有の資金により弁済できない額のおおむね２分の１相当額を補

助金として拠出することを基調とした相当額の追加支援を行い、

もって本件問題の妥当かつ早期の解決に資するために、本調停時

点において、解決可能な範囲の債権者との間において本調停を成

立させるものとする。 

なお、申立人及び利害関係人が、他の債権者と調停その他の合

意を成立させるときは、本調停に基づく相手方に対する配当率を

超えないものとする。 

 (1)  申立人及び相手方は、申立人の相手方に対する本調停時点に

おける債務（以下「本件債務」という。）の残額が以下のとお

りであることを確認する。 

平成21年４月１日付け業務委託契約に基づく業務委託代金債     

  務 

金 3,438,330,026 円 

 (2)  利害関係人は、申立人から相手方に対し、別紙配当表のとお

り、本件債務のうち７割に相当する金額が支払われることとな

るよう、申立人固有の資金で不足する分に充当させるため、申

立人に対し、下記金額を補助金として交付することとし、これ

を平成23年１月末日限り、申立人が上記補助金の交付を受ける
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目的で開設した専用の預金口座に振り込む方法により支払う。

申立人は、上記補助金を本調停条項に定めた目的以外に使用す

ることはできない。 

   相手方への支払充当用 金 1,265,518,710 円 

 (3) 申立人は、利害関係人に対し、申立人と申立外近畿日本ツー

リスト株式会社、同相鉄観光株式会社及び同株式会社日本旅行

との間の入場券代金返還請求事件（横浜地方裁判所平成22年（

ワ）第1654号、平成22年（ワ）第2242号、平成22年（ワ）第98 

7 号及び平成22年（ワ）第2136号事件）の結果、申立人が上記

各会社から回収できた金員から回収のための諸経費を控除した

金員を、補助金の返還金として支払う。 

 (4)  申立人は、相手方に対し、平成23年２月末日限り、別紙配当

表のとおり、本件債務のうち７割に相当する金額として、申立

人固有の資金から 1,141,312,308 円と第２項により利害関係人

から交付を受けた補助金とを合算し、金 2,406,831,018 円を相

手方が指定した預金口座に振り込む方法により支払う。  

 (5) 相手方は、申立人に対し、前項の金員が支払われたときは、

当該入金日をもって、本件債務の残額を免除する。 

 (6) 申立人、相手方及び利害関係人は、申立人と相手方及び利害

関係人と相手方との間において、本件事業に関する諸問題が円

満に解決されたものとし、本調停条項に定めるもののほか、互

いに何らの債権債務が存しないことを確認する。 

 (7) 調停費用は、各自の負担とする。 
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  配当表 

 

 

提 案 理 由 

特定調停（債務弁済協定）申立事件について、財団法人横浜開港

１５０周年協会及び株式会社博報堂ＪＶと調停に合意したいので提

案する。 

番号     債権者名       債権額      配当額     配当率 

               平成 22 年（特ノ）第１号               

 １  株式会社博報堂ＪＶ   3,438,330,026 円   2,406,831,018 円   70.000％

【内訳】      

 財団法人横浜開港１５  

０周年協会固有資金支  

払額（株式会社博報堂  

ＪＶのみ）  

 

  1,141,312,308 円   33.194％

 横浜市補助金支出額（  

株式会社博報堂ＪＶの  

み）  

 

  1,265,518,710 円   36.806％
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参  考  

   事 件 の 概 要 

平 成 21 年 ４ 月 か ら    
１            平 成 21 年 に 横 浜 開 港 150 周 年 を 迎 え た 横 

平 成 21 年 ９ 月 ま で   

浜 市 で は 、 様 々 な 横 浜 開 港 150 周 年 記 念 事

業 が 実 施 さ れ た が 、 そ の １ つ と し て 、 財 団

法 人 横 浜 開 港 １ ５ ０ 周 年 協 会 （ 以 下 「 協 会

｣ と い う 。 ） の 主 催 に よ り 、 横 浜 開 港 150

周 年 記 念 テ ー マ イ ベ ン ト 「 開 国 ・ 開 港 Y150

」 （ 以 下 「 開 国 博 Y150 」 と い う 。 ） が 開 催

さ れ た 。 開 国 博 Y150 で は 、 ベ イ サ イ ド エ リ

ア の イ ベ ン ト が 平 成 21 年 ４ 月 28 日 か ら 同 年

９ 月 27 日 ま で 、 ヒ ル サ イ ド エ リ ア の イ ベ ン

ト が 同 年 ７ 月 ４ 日 か ら 同 年 ９ 月 27 日 ま で 開

催 さ れ 、 開 催 期 間 中 の 入 場 者 数 は 、 無 料 会

場 と 有 料 会 場 と を 合 計 す る と 7,166,300 人 に

上 っ た 一 方 、 有 料 会 場 の 入 場 者 数 は 、 目 標

の 5,000,000 人 に 対 し て 1,239,325 人 に と ど ま

っ た 。 

 そ の 後 、 開 国 博 Y150 に 関 す る 協 会 の 収 支

見 込 に つ い て 、 入 場 料 収 入 等 が 減 少 し た 結

果 、 総 事 業 費 が 約 15,700,000,000 円 と 見 込 ま

れ る の に 対 し 、 収 入 は 約 13,200,000,000 円 と

見 込 ま れ 、 約 2,500,000,000 円 の 未 確 定 額 が 発

生 し て い る こ と が 判 明 し た 。 

２  平 成 22 年 ３ 月 30 日   協 会 は 、 開 国 博 Y150 の ベ イ サ イ ド エ リ ア
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の イ ベ ン ト に 関 す る 業 務 を 受 託 し た 株 式 会

社 博 報 堂 Ｊ Ｖ （ 以 下 「 博 報 堂 Ｊ Ｖ 」 と い う

。 ） が 支 払 を 求 め て い る 委 託 代 金 額 は 概 算

契 約 に 基 づ く 額 で あ り 、 未 確 定 で あ る 等 と

し て 、 博 報 堂 Ｊ Ｖ に 対 し 、 債 務 額 を 確 定 す

る こ と 等 を 請 求 し て 横 浜 地 方 裁 判 所 に 特 定

調 停 の 申 立 て を 行 っ た 。 

  平 成 22 年 ５ 月 か ら 
３            博 報 堂 Ｊ Ｖ は 、 特 定 調 停 に 応 じ 、 協 会 と 
  平 成 22 年 ７ 月 ま で 

の 間 で ３ 回 に わ た り 話 合 い を 行 っ た 。 

平 成 22 年 ８ 月 か ら 
４            横 浜 市 は 、 協 会 と 博 報 堂 Ｊ Ｖ と の 間 で 行 

平 成 22 年 10 月 ま で 

わ れ て い た 特 定 調 停 の 調 停 委 員 会 か ら 、 利

害 関 係 人 と し て 参 加 す る こ と が 相 当 で あ る

と の 呼 出 し が あ っ た た め 、 特 定 調 停 に 参 加

し 、 協 会 及 び 博 報 堂 Ｊ Ｖ と の 間 で ５ 回 に わ

た り 話 合 い を 行 っ た 。 

５  平 成 22 年 11 月 15 日   特 定 調 停 の 調 停 委 員 会 か ら 、 調 停 条 項 案

が 提 示 さ れ た 。 

 

株 式 会 社 博 報 堂 Ｊ Ｖ の 構 成 員 

１  東 京 都 港 区 赤 坂 ５ 丁 目 ３ 番 １ 号 

  株 式 会 社 博 報 堂   

代 表 取 締 役  戸  田  裕  一 

２  東 京 都 港 区 赤 坂 ４ 丁 目 ８ 番 18 号 

  株 式 会 社 東 急 エ ー ジ ェ ン シ ー 

   代 表 取 締 役  桑  原  常  泰 
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３  港 南 区 上 大 岡 西 一 丁 目 13 番 ８ 号   

株 式 会 社 京 急 ア ド エ ン タ ー プ ラ イ ズ 

   代 表 取 締 役  松  尾  茂  之 

４  神 奈 川 区 栄 町 ５ 番 地 の １ 

  株 式 会 社 相 鉄 エ ー ジ ェ ン シ ー 

   代 表 取 締 役  櫻  木  政 司 郎 

５  中 区 山 下 町 １ 番 地 

  株 式 会 社 横 浜 ア ー チ ス ト 

   代 表 取 締 役  内  田  秀  三  

６  中 区 常 盤 町 ２ 丁 目 19 番 地 

  株 式 会 社 旭 広 告 社 

   代 表 取 締 役  中  谷  忠  宏 

７  中 区 太 田 町 ２ 丁 目 23 番 地 

  株 式 会 社 神 奈 川 新 聞 社 

代 表 取 締 役  堀  田  憲  司 

８  東 京 都 渋 谷 区 神 山 町 ４ 番 14 号 

  株 式 会 社 Ｎ Ｈ Ｋ エ ン タ ー プ ラ イ ズ 

   代 表 取 締 役  小  野  直  路 

 

   地 方 自 治 法 （ 抜 粋 ） 

第 96 条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 次 に 掲 げ る 事 件 を 議 決 し な け

れ ば な ら な い 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 11 号 ま で 省 略 ） 

 (12)  普 通 地 方 公 共 団 体 が そ の 当 事 者 で あ る 審 査 請 求 そ の 他 の 不 服

申 立 て 、 訴 え の 提 起 （ 普 通 地 方 公 共 団 体 の 行 政 庁 の 処 分 又 は 裁
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決 （ 行 政 事 件 訴 訟 法 第 ３ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 処 分 又 は 同 条 第 ３

項 に 規 定 す る 裁 決 を い う 。 以 下 こ の 号 、 第 105 条 の ２ 、 第 192

条 及 び 第 199 条 の ３ 第 ３ 項 に お い て 同 じ 。 ） に 係 る 同 法 第 11 条

第 １ 項 （ 同 法 第 38 条 第 １ 項 （ 同 法 第 43 条 第 ２ 項 に お い て 準 用 す

る 場 合 を 含 む 。 ） 又 は 同 法 第 43 条 第 １ 項 に お い て 準 用 す る 場 合

を 含 む 。 ） の 規 定 に よ る 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告 と す る 訴 訟 （

以 下 こ の 号 、 第 105 条 の ２ 、 第 192 条 及 び 第 199 条 の ３ 第 ３ 項

に お い て 「 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告 と す る 訴 訟 」 と い う 。 ） に

係 る も の を 除 く 。 ） 、 和 解 （ 普 通 地 方 公 共 団 体 の 行 政 庁 の 処 分

又 は 裁 決 に 係 る 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告 と す る 訴 訟 に 係 る も の

を 除 く 。 ） 、 あ っ せ ん 、 調 停 及 び 仲 裁 に 関 す る こ と 。 

   （ 第 13 号 か ら 第 15 号 ま で 及 び 第 ２ 項 省 略 ） 

 

 

 

 


